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市民生活部 生活環境課

脱炭素先行地域づくり事業について

１ 脱炭素先行地域の概要

（１）脱炭素先行地域とは

地域脱炭素ロードマップ及び地球温暖化対策計画に基づき、地域と暮らしに密接

に関わる民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う二酸化炭素排

出について 2030 年度までに実質ゼロを実現することなどに先行的に取り組む地域

等として、環境省が選定する地域等です。

（２）脱炭素先行地域の類型

脱炭素先行地域の範囲は、行政区、集落、同一の制御技術等で電力融通やエネル

ギー需給の最適運用を行う施設群など様々です。地理特性や気候風土等に応じて以

下のような類型が考えられますが、複数の類型を含むものや、ここに示されていな

い類型を対象とすることも可能です。

また、脱炭素先行地域は、複数の地方自治体が連携して取り組むことも可能です。

＜類型の例＞

住生活エリア
住宅街・団地（戸建て中心）

住宅街・団地（集合住宅中心）

ビジネス・

商業エリア

地方の小規模市町村等の中心市街地（町村役場・商店街等）

大都市の中心部の市街地（商店街・商業施設、オフィス街・業務

ビル）

大学、工業団地、港湾、空港等の特定サイト

自然エリア

農山村（農地・森林を含む農林業が営まれるエリア）

漁村（漁業操業区域や漁港を含む漁業が営まれるエリア）

離島

観光エリア・自然公園等

施設群
公的施設等のエネルギー管理を一元化することが合理的な施設群

（点在する場合を含む）



（３）脱炭素先行地域の選定要件

①－１ 2030 年度までに、脱炭素先行地域内の民生部門（家庭部門及び業務その他

部門）の電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現すること

①－２ 地域特性に応じた温暖化対策の取組（民生部門の電力以外のエネルギー消

費に伴う CO2 や CO2 以外の温室効果ガスの排出、民生部門以外の地域と暮

らしに密接に関わる自動車・交通、農林水産業等の分野の温室効果ガスの排

出等についても、地球温暖化対策計画と整合する形で地域特性に応じ少なく

とも１つ以上の取組を実施する計画となっていること）

② 再エネポテンシャル等を踏まえた再エネ設備の最大限の導入

③ 脱炭素の取組に伴う地域課題の解決や住民の暮らしの質の向上

④ 脱炭素先行地域の範囲・規模の特定

⑤ 計画の実現可能性（計画の具体性、関係者の調整方針等）

⑥ 取組の進捗管理の実施方針及び体制

⑦ 改正地球温暖化対策推進法に基づく実行計画の策定等

２ 募集期間 第１回 令和４年１月 25日～２月 21 日（期間終了）

第２回 令和４年７月 26日～８月 26 日

３ 脱炭素先行地域選定による効果

（１）脱炭素化の加速

二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）の

脱炭素先行地域づくり事業における交付対象となり、財政的な支援を受けることが

でき、地域の脱炭素化が加速する。

（２）市民の環境意識の向上

選定された地域がモデルとなり、市全体の環境意識の向上につながり、脱炭素ド

ミノを生み出す契機となる。

＜地域脱炭素移行・再エネ推進交付金＞

脱炭素先行地域づくり事業

○対象事業：再エネ設備の導入に加え、再エネ利用最大化のための基盤インフラ設

備（蓄電池、自営線等）や省 CO2 等設備の導入、これらと一体となっ

てその効果を高めるために実施するソフト事業等を対象

○対 象：地方公共団体等

○交 付 率：原則２／３

○事業期間：５年程度（最長で令和 12年度（2030 年度）まで）

○限 度 額：１計画当たり 50億円


















